
・記入に際し不明な点などありましたら、本冊子の下部に記載されている「コールセンターの御案
内」の電話番号まで、ご連絡ください。

・照会票の記入内容について、年内を目安として、後日おたずねさせていただく場合がありますの
で、控えをお手元に保管していただくよう、お願いいたします。

照会票の記入にあたっての留意事項

・この照会における事業所とは、物の生産や販売、サービスの提供などの経済活動が、
　①単一経営主体のもと（グループ企業は含めません。）で／②一定の場所を占めて
　③従業者と設備を有し／④継続的に行われているもの
　をいいます。
・同じ組織であっても、場所が異なる場合は「場所ごと」にそれぞれ別の事業所とします。管理事

務や補助的な経済活動を行っている場合も、事業所に含めます。
【事業所の例】
　本所・本社・本店、支所・支社・支店、営業所、工場、従業員のいる倉庫、配送センター、車両

整備所、研究・開発センター、社員研修センター、ショールーム、お客様センター、資料館、管
理人のいる寮、保養所など

　※百貨店などと消化仕入（売上仕入）の契約を結んで、出店している売場については、照会対象
外となりますので、本冊子の下部に記載されている「コールセンターの御案内」の電話番号ま
で、ご連絡ください。

「事業所」について

統計法第27条に基づき、各種統計調査を正確かつ円滑に実施するための名簿を整備することを目
的として、新たに事業を開始したと考えられる事業所・企業を対象に実施しています。

事業所照会について

・本照会は2025年６月１日現在で行う照会です。
・黒又は青のボールペンなどで、はっきり記入してください（摩擦熱でイン

クが消えるボールペンは使用しないでください）。
・照会票は、印字されている事業所について記入してください。あらかじめ

印字された内容に変更がある場合は、二重線で消して修正してください。

記入上の
注意点

新設事業所照会票の記入のしかた

照
会
票
第
１
面

照
会
票
第
２
面

コールセンター
の御案内

事業所照会　実施事務局
【 電 話 番 号 】　　  0120-319-053 （通話料無料）

（ＩＰ電話などフリーダイヤルに接続できない場合  03-6627-3000（有料））
※おかけ間違いのないようお願いいたします。

【 受 付 時 間 】平日（土・日・祝日・年末年始を除く）9：00～18：00

「
主
な
事
業
の
内
容
」等
の
記
入
例

記入上の
注意点
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14照会票第２面
【個人経営の場合】
●2024年分の確定申告書類からの転記が可能です。
　・青色申告の場合は、「青色確定申告決算書」の売上(収

入)金額に該当する科目の金額を記入してください。

10 、 年間総売上（収入）金額について（詳細）

※「現金主義用」及び「不動産所得用」の様式では、
科目番号④が該当

【個人経営以外の場合】
●「損益計算書」などをもとに記入してください。
　※会社以外の法人については、「正味財産増減計算書」及び「事業

活動収支計算書」などをもとに記入してください。
　　なお、別途「損益計算書」を作成している場合は、「損益計算書」の

該当金額も含めて記入してください。
●以下を参考に記入してください。

　・白色申告の場合は、「収支内訳書」の収入金額の計に
該当する科目の金額を記入してください。

※「不動産所得用」の様式では、科目番号⑤が該当

会社
（金融業､
保険業除く）

・農業・林業・漁業による事業収入額、鉱産品売上高、製造
品売上高、加工賃収入額、卸売・小売販売額、医業収入額、
サービス営業収入（収益）額、完成工事高など、会社の事
業活動によって得た収入額を記入してください。

・有価証券、土地・建物、機械、器具などの有形固定資産な
ど、財産を売却して得た収入、給付金や補助金は含めませ
ん。

宗教団体

・宗教法人法第６条第２項に規定する公益事業以外の事業
に係る収入（例：駐車場収入、借地・借家等の収益事業の
収入）を記入してください。喜捨、お布施、献金、玉串料など
は含めません。

金融業､保険業､
会社以外の法人､
法人でない団体
(上記以外のもの)

・経常収益・事業収入等、事業活動によって得た収入額のほ
か、別会計で経理する事業収入がある場合はその事業収
入も含めてください。

・会社以外の法人の場合は、寄付金、補助金、運営費交付金
等は事業の収入に含めます。

6 単独事業所、本所等、支所等の別
●単独事業所
　・他の場所に、同一経営の本所や支所等を持たない１企業又は１組織で１事業所の場合は、「単独事業所」となります。
●本所・本社・本店
　・他の場所に同一経営の支所等があって、経営全体を統括する事業所は、「本所・本社・本店」となります。
　　【同一経営主体となる例】
　　・フランチャイズ・チェーン事業の本部と直営店
　　・フランチャイズ・チェーンの加盟店を経営する事業主（企業）が経営するすべての店舗など
　　【同一経営主体とならない例】
　　・フランチャイズ・チェーン事業の本部と加盟店（別経営）
　　・親会社と子会社・関連会社などのグループ企業の事業所
　　・百貨店やスーパーなどと消化仕入（売上仕入）契約を結んで出店している売場
　・１企業に「本所・本社・本店」は１つだけです。
　・２か所以上本社を有する複数本社制を採用している場合は、そのうちの経営全体を統括している事業所が「本所・本

社・本店」となります。
●支所・支社・支店
　・「本所・本社・本店」等から統括を受けている事業所は、「支所・支社・支店」となります。
　・名称に本社とあっても、他の事業所から統括を受けていれば、「支所・支社・支店」となります。
　※フランチャイズ・チェーン（ＦＣ）加盟店については、ＦＣ本部とは独立した組織となるため、ＦＣ本部の支所とはなりま

せん。

4 事業所の活動状態

●「活動中（開設準備などを含む）」とは、従業者と設備を有して継続的に経済活動が行われている状態をいいます。
　また、一時的に休業（再開の予定がある）又は季節運営しているが、事業所の設備の維持・管理のための従業者がいる場合

もこの区分に含めます。

3 法人番号

●法人番号指定通知書又は国税庁法人番号公表サイトで確認できます。マイナンバー（個人番号）は絶対に記入しないでくだ
さい。

2 事業所の所在地

●登記上の所在地ではなく、2025年６月１日現在で、実際に事業を行っている所在地を記入してください。
●事業所固有の郵便番号を持っている場合は、その郵便番号を記入してください。
●ビルなどの中にある事業所の場合は、「ビル・マンション名等」欄にそのビルの名称と入居している階（マンションの場合は、

号室まで）を記入してください。
●他の事業所の構内にある場合は、「ビル・マンション名等」欄に「〇〇構内」（〇〇は入居先の法人名と事業所名）と記入して

ください。

1 事業所の名称及び電話番号
●名称は、略称ではなく正式名称（法人の名称に続けて本所・本社・本店、支所・支社・支店等の名称）を記入してください。
●法人の名称には、法人の種類も記入しますが、（株）、（同）のように、省略しても差し支えありません。
●英数字、ひらがな、カタカナなどの漢字以外の部分についてもフリガナを記入してください。ただし、”株式会社”などの法人

の種類を示す部分のフリガナは記入不要です。
●「通称名」欄には、屋号などを記入してください。フランチャイズ・チェーン店の場合には、チェーン店の名称・店舗名を記入し

てください。
●名称を特に持たない個人経営の事業所の場合は、事業者の氏名を記入してください。

照
会
票
第
１
面

照会票の第１面の記入のしかた

※回答いただいた内容について照会する場合がありますので、連絡先の記入をお願いします。

事業所の情報事業所の情報について確認･記入してください。 ●あらかじめ印字されている内容に変更がある場合は､二重線で消して修正してください。

事業所の名称及び電話番号 フリガナ

正式名称

通称名

電話番号(代表)

●法人の場合は、「正式名称」欄には登記
上の名称と事業所名称（店舗名等）を記
入してください。

●屋号など通称名がある場合は、「通称
名」欄に記入してください。

●登記上の所在地ではなく、実際に事業を行っている
所在地を記入してください。

●「郵便番号」欄から「町丁・字・番地・号」欄まで全て
記入し、「ビル・マンション名等」欄は、階、号室まで
記入してください。

●他の事業所の構内にある場合は、その事業所の名称
を「ビル・マンション名等」欄に記入してください。

●法人番号(13桁)を記入してください。
●法人番号については、法人番号指定通知書又

は国税庁法人番号公表サイトで確認できます。

●該当する番号を○で囲んでください。

記入者記入者

所属部署名

電話番号 （ ） －

（ ） －

内線（　　　　）

フリガナ

記入者氏名

・本照会は、統計法第27条に基づき、各種統計調査を正
確かつ円滑に実施するための名簿を整備することを目
的として、新たに事業を開始したと考えられる事業所・
企業を対象に御回答をお願いするものです。

・照会票に記入していただいた内容は、統計法に定めら
れている利用目的以外には使用することはありません。

・『新設事業所照会票の記入のしかた』を参照して記入し
てください。

��事業所���

郵便番号 都道府県名

町丁・字・番地・号 ビル・マンション名等（階、号室まで記入してください。）

市区町村名

法人番号指定なし

（法人番号が指定されていない場合は、
「✓」印を記入してください。）

1
2
3
4

－

1

2

3

連絡先連絡先

個人経営

5

株式会社･有限会社･相互会社
合名会社･合資会社
合同会社
会社以外の法人（公益財団･社団法人､一般財団･社団法人､学校･宗教･医療法人､協同組合､信用金庫等）

6
7

外国の会社
法人でない団体

（外国に本所･本社･本店がある会社等）
（法人格のない労働組合､後援会､協議会等）

事業所の所在地

4 事業所の活動状態
●該当する番号を○で囲んでください。

1
2
3

活動中 ( 開設準備などを含む )

休業中
存在しない ( 廃止など )

単独事業所､本所等､支所等の別 1
2
3

単独事業所 ( 他の場所に支所･支社･支店を持たない事業所 )

本所･本社･本店 ( 他の場所に支所･支社･支店を持ち､それらを統括する事業所 )

支所･支社･支店 ( 他の場所にある本所･本社･本店などの統括を受けている事業所 )
●該当する番号を○で囲んでください。

7 6
本所･本社･本店の名称､電話番号､所在地 フリガナ

正式名称

通称名

電話番号(代表)

●法人の場合は、「正式名称」欄には登記上の名称を
記入してください。

●屋号など通称名がある場合は、「通称名」欄に記入
してください。

●登記上の所在地ではなく、実際に事業を行っている
所在地を記入してください。

●「郵便番号」欄から「町丁・字・番地・号」欄まで全て記
入し、「ビル・マンション名等」欄は、階、号室まで記入
してください。

●他の事業所の構内にある場合は、その事業所の名称
を「ビル・マンション名等」欄に記入してください。

（ ） －

7

郵便番号 都道府県名

市区町
村名

町丁・字・
番地・号

ビル・マンション名等
(階、号室まで記入してください。)

－

第１面 第２面 ( うら面 ) の　　にお進みください。8

8

8

は、　    の回答が｢3 支所･支社･支店｣の場合のみ記入してください。

法人番号

５

6

経営組織

2 0 2 5 年 6 月 1 日

1

2

3

4

5

6

1 6 2

1 2 3 4 5 6 7 8 9 1 0 0 0

8 6 6 8 東京都

統計町 1-2-3 トウケイビル 1階

新宿区

5 経営組織

●個人が共同で事業を行っている場合は、「個人経営」になります。
●「外国の会社」とは、外国に本所がある会社の国内支所の場合をいいます。
●外国の資本が参加している、いわゆる「外資系の会社」は「外国の会社」には該当しません。

7 本所・本社・本店の名称、電話番号、所在地

【注意】「6 単独事業所､本所等､支所等の別」欄で「3 支所･支社･支店」を選択
した場合のみ記入してください。

総務部

統計 太郎

㈱統計食品 ㈱統計フード
トウケイフード

トウケイ　タロウ
０３ １２３４ XXXX

０３ １２３４ XXXX
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12 資本金又は出資金・基金の額

●2025年６月１日現在の金額を記入してください。
●万円単位で記入してください。５千円以上１万円未満の場合は「１」万円、５千円未満の場合は「０」万円と記入してください。
●「￥」記号は記入しないでください。

【注意】「５ 経営組織」欄で「２」～「４」を選択した場合のみ記入してください。

11 事業所の開設時期
●会社や企業の創設時期ではなく､貴事業所が現在の場所で事業を始めた時期について､該当する番号を〇で囲んでください。
●以下の場合は、その時期を事業所の開設時期とします。
　・個人経営の事業所で、経営権の譲渡により、経営者が交代した場合（相続により引き継いだ場合は該当しません。）
　・個人経営の事業所が株式会社になるなど、経営組織を変更した場合（ただし、有限会社から株式会社への変更、株式会社から

合資会社又は合同会社への変更など、会社の種類のみを変更した場合は除きます。）
　・法人が新設（対等）合併や分割により設立された場合
　・貴事業所が事業譲渡や吸収合併により別法人の所有となった場合

10 事業所の年間総売上（収入）金額
●できる限り税込みで記入してください。ただし、税込みで記入できない場合は税抜きで記入してください。
●貴事業所の2024年１月から12月までの１年間について記入してください。
　※この期間で記入できない場合は、2024年を最も多く含む決算期間について記入してください。
●他の事業所で管理を同一にしている場合や、本社でまとめて管理している場合でも、分けて記入してください。
●営業期間が１年に満たない場合であっても記入してください。
●「会社以外の法人」の場合は、経常収益（事業収益）を記入してください。
●企業内取引についても、売上金額に含めてください。
●万円単位で記入してください。５千円以上１万円未満の場合は「１」万円、５千円未満の場合は「０」万円と記入してください。
●「￥」記号は記入しないでください。
●年間総売上（収入）金額の詳細は３ページを参照してください。

9 事業所の主な事業の内容
●貴事業所における「主な事業の内容」及び「生産品、取扱商品又は営業種目」について、６～８ページを参照して、できるだけ詳

しく記入してください。
●商品の販売、賃貸等を行っている場合は、主に何を販売しているか又は何を賃貸しているか分かるように（１）及び（２）に具体

的に記入してください。
（１）主な事業の内容
●複数の事業を行っている場合は、過去１年間の売上（収入）金額が最も多い事業内容について記入してください。

（２）生産品、取扱商品又は営業種目
●「主な事業の内容」について、具体的な生産品、取扱商品、サービスの営業内容などを収入額又は販売額の多い順に記入して

ください。

8 事業所の従業者数
【従業者総数】
●2025年６月１日現在の、貴事業所に所属して働いているすべての人数を記入してください。
　※別経営の事業所へ出向又は派遣している人は含めますが、別経営の事業所から出向又は派遣されている人は含めません。
　※他の事業所で管理を同一にしている場合や、本社でまとめて管理している場合でも、分けて記入してください。
　※役員のうち、有給役員は含めますが、無給役員は含めません。

【うち常用雇用者数】
●従業者のうち、いずれかに該当する人の数を記入してください。
　・雇用契約期間を定めずに雇用している人（定年まで雇用される場合を含む。）
　・１か月以上の期間を定めて雇用している人
　※正社員、正職員、パート、アルバイト、嘱託、契約社員等の呼称にかかわりません。
　※個人業主の家族でも、賃金や給料を受け取っている場合は「常用雇用者」に含めます。
　※役員は「常用雇用者」には含めません。

照会票の第２面の記入のしかた

従業者総数

人 人

うち常用雇用者数

備考

●照会全体に関して、補足情報がある場合は記入してください。具体的な記入例については、『新設事業所照会票の記入
のしかた』を参照してください。

●従業者総数には、他の会社など別経営の事業所へ出向又
は派遣している人も含めます。

●常用雇用者とは、期間を定めずに雇用してる人、又は1か月
以上の期間を定めて雇用している人をいいます。
なお、常用雇用者には有給役員を含めません。
●個人業主の家族でも、資金や給与を受け取っている場合は
常用雇用者となります。

8 事業所の従業者数

9 事業所の主な事業の内容

●上記(1)で記入した内容について、生産品、取扱商品又は
営業種目を収入額又は販売額の多い順に記入してくださ
い。

（2）生産品、取扱商品又は営業種目

（1）主な事業の内容
●過去１年間の収入額又は販売額の最も多い事業につい
て、その事業の内容を具体的に記入してください。

(1)消費税の税込み記入・税抜き記入の別
●右記(2)はできる限り「1税込み」で記入してください。ただ
し、税込みで記入できない場合は、「2税抜き」で記入して
ください。
●選択した記入方法を○で囲んでください。

(2)事業所の年間総売上(収入)金額
●2024年1月から12月までの1年間(この期間で記入できない場合は、2024年を最も多く含む決算期間)の決
算について記入してください。

税込み1 税抜き2

十兆 兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万

円

※万円単位（万円未満四捨五入）

0 0 0 0

事業所の年間総売上 (収入 )金額

事業所の開設時期
●現在の場所で事業を始めた時期の番号を〇で囲んでくだ
さい。

2024年以前1
2025年2

の回答が「6外国の会社」､「7法人でない団体」の場合又は5 の回答が「3支所･支社･支店」の場合は記入おわりです。6

● は、 の回答が「2株式会社･有限会社･相互会社」、「3合名会社･合資会社」又は「4合同会社」の場合のみ記入してください。512

10

11

資本金又は出資金･基金の額12

13

兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万

円

※万円単位（万円未満四捨五入）

0 0 0 0

● 以降は、613

企業･団体全体の主な事業の内容

●上記(1)で記入した内容について、生産品、取扱商品又は
営業種目を収入額又は販売額の多い順に記入してくだ
さい。

（2）生産品、取扱商品又は営業種目

（1）主な事業の内容
●企業グループ全体(連結)ではなく、企業単体(単独)の主
な事業の内容を記入してください。

(1)消費税の税込み記入・税抜き記入の別
●右記(2)はできる限り「1税込み」で記入してください。ただ
し、税込みで記入できない場合は、「2税抜き」で記入して
ください。
●選択した記入方法を○で囲んでください。

(2)企業・団体全体の年間総売上(収入)金額
●2024年1月から12月までの1年間(この期間で記入できない場合は、2024年を最も多く含む決算期間)の決
算について記入してください。

●企業グループ全体(連結)ではなく、企業単体(単独)の総売上(収入)金額を記入してください。

税込み1 税抜き2

十兆 兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万

円

※万円単位（万円未満四捨五入）

0 0 0 0

企業･団体全体の年間総売上 (収入 )金額14

第２面 御回答ありがとうございました。御回答ありがとうございました。

●『新設事業所照会票の記入のしかた』 を参照して､できるだけ詳しく記入してください。

●『新設事業所照会票の記入のしかた』 を参照して､できるだけ詳しく記入してください。

十兆

の回答が「2本所･本社･本店」の場合のみ記入してください。

8

9

10

11

12

13

14

13 企業・団体全体の主な事業の内容

●支所・支社・支店を含めた企業・団体全体の「主な事業の内容」及び「生産品、取扱商品又は営業種目」について、６～８ページを
参照して、できるだけ詳しく記入してください。

●商品の販売、賃貸等を行っている場合は、主に何を販売しているか又は何を賃貸しているかが分かるように（１）及び（２）に具体
的に記入してください。

（１）主な事業の内容
●複数の事業を行っている場合は、過去１年間の売上（収入）の金額が最も多い事業内容について記入してください。
　※企業グループ全体（連結）ではなく、企業単体（単独）の主な事業の内容を記入してください。
　※会社の定款に記載されているものとは関係なく、実際に行っている事業内容について記入してください。

（２）生産品、取扱商品又は営業種目
●「主な事業の内容」について、具体的な生産品、取扱商品、サービスの営業内容などを収入額又は販売額の多い順に記入してく

ださい。

【注意】「6 単独事業所、本社等、支所等の別」欄で「２ 本所・本社・本店」を選択した場合のみ記入してください。

14 企業・団体全体の年間総売上（収入）金額

【注意】「6 単独事業所、本社等、支所等の別」欄で「２ 本所・本社・本店」を選択した場合のみ記入してください。
●できる限り税込みで記入してください。ただし、税込みで記入できない場合は税抜きで記入してください。
●2024年１月から12月までの１年間について記入してください。
　※この期間で記入できない場合は、2024年を最も多く含む決算期間について記入してください。
●企業グループ全体（連結）ではなく、企業単体（単独）の総売上（収入）金額を記入してください。
●「支所・支社・支店」を含めた企業・団体全体の年間総売上（収入）金額を記入してください。
●万円単位で記入してください。５千円以上１万円未満の場合は「１」万円、５千円未満の場合は「０」万円と記入してください。
●「￥」記号は記入しないでください。
●年間総売上（収入）金額の詳細は３ページを参照してください。

備考 備考欄には、事業所に関する補足事項をご記入ください

【注意】「４ 事業所の活動状態」欄で「2 休業中」、「3 存在しない」を選択した場合は、休業
又は廃業した年月日を、また、移転した年月日は活動状態にかかわらず記載をお願
いします。その他、照会上参考となる情報がある場合も、備考欄にご記入ください。

照
会
票
第
２
面
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3 5 8 6 0

2 0 0 0

大衆食堂
から揚げ定食
親子丼
カレーライス

25
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